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厚
生
労
働
省
は
一
四
日
、
平
成
二
四
年
版

労
働
経
済
の
分
析
（
労
働
経
済
白
書
）
を
発

表
し
た
。
雇
用
・
失
業
、
賃
金
、
労
働
時
間
、

物
価
・
勤
労
者
家
計
、
労
使
関
係
を
め
ぐ
る

昨
年
の
動
向
を
分
析
す
る
と
と
も
に
、
労
働

市
場
が
直
面
す
る
喫
緊
の
課
題
と
対
応
の
方

向
性
に
つ
い
て
ま
と
め
た
も
の
。

　

白
書
は
、
現
状
を
「
バ
ブ
ル
崩
壊
後
、
企

業
経
営
を
守
る
た
め
の
人
件
費
削
減
が
、
結

果
と
し
て
マ
ク
ロ
の
所
得
減
少
を
通
じ
た
消

費
の
伸
び
悩
み
に
つ
な
が
る
、い
わ
ゆ
る『
合

成
の
誤
謬
』
の
状
態
が
続
い
て
い
る
」
な
ど

と
分
析
。
そ
の
う
え
で
、「
労
働
者
の
所
得
の

増
加
が
消
費
の
増
加
を
通
じ
て
内
需
拡
大
に

つ
な
が
る
、
日
本
経
済
の
マ
ク
ロ
の
好
循
環

を
取
り
戻
す
た
め
、『
分
厚
い
中
間
層
』
の
復

活
が
必
要
」
と
強
調
し
、
①
誰
も
が
持
続
的

に
働
け
る
全
員
参
加
型
社
会
の
構
築
で
人
口

減
少
、
高
齢
化
の
下
で
も
日
本
の
経
済
社
会

の
活
力
を
維
持
・
向
上
さ
せ
る
②
企
業
だ
け

で
な
く
社
会
全
体
で
非
正
規
雇
用
者
も
含
め

た
能
力
開
発
を
行
い
、
人
的
資
本
を
蓄
積
し

て
い
く
③
労
働
者
が
安
心
し
て
安
全
に
働
け

る
環
境
整
備
を
行
い
、「
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・

ワ
ー
ク
」
を
実
現
し
て
い
く
―
―
こ
と
が
不

可
欠
と
提
起
し
て
い
る
。

非
正
規
雇
用
の
増
加
傾
向
に
変
化
の

兆
し

　

白
書
の
第
二
章
で
は
、
こ
れ
ま
で
生
じ
て

き
た
非
正
規
雇
用
の
増
加
や
貧
困
・
格
差
拡

大
の
要
因
を
、
企
業
・
労
働
者
の
行
動
面
か

ら
掘
り
下
げ
、
そ
れ
ら
が
少
子
化
や
消
費
等

の
需
要
に
与
え
る
影
響
等
に
つ
い
て
分
析
し

て
い
る
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
二
〇
一
一
年
の
非
正
規

雇
用
者
は
前
年
差
四
六
万
人
増
の
一
八
〇
二

万
人
で
、
非
正
規
雇
用
比
率
は
前
年
差
〇
・

七
ポ
イ
ン
ト
上
昇
の
三
五
・
一
％
。
非
正
規

雇
用
は
賃
金
の
節
約
や
雇
用
量
の
柔
軟
な
調

整
等
の
た
め
活
用
さ
れ
て
き
た
が
、
近
年
は

高
齢
者
の
再
雇
用
対
策
と
し
て
の
活
用
も
増

え
て
き
た
。

　

こ
の
間
、
企
業
は
正
規
雇
用
を
絞
り
込
み
、

非
正
規
雇
用
を
増
加
・
常
用
化
し
て
き
た
も

の
の
、
白
書
で
は
「
正
社
員
を
絞
り
込
ん
だ

結
果
、
労
働
費
用
調
整
の
弾
力
化
が
失
わ
れ

て
い
る
」
側
面
が
あ
り
（
図
１
）、
ま
た
、

非
正
規
雇
用
者
を
正
社
員
に
登
用
す
る
企
業

も
増
え
る
な
か
、「
企
業
の
意
識
を
み
る
と
非

正
規
雇
用
者
の
増
加
傾
向
に
は
変
化
の
兆
し

が
み
ら
れ
る
（
図
２
）」
な
ど
と
指
摘
。

　

そ
の
う
え
で
、「
家
計
消
費
を
押
し
下
げ
て

い
る
最
大
の
要
因
は
所
得
の
低
下
で
あ
り
、

近
年
、
マ
ク
ロ
的
に
必
ず
し
も
労
働
生
産
性
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図２　今後の非正規雇用者の見通し

資料出所：厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」
　　　　　（独）労働政策研究・研修機構「今後の企業経営と雇用のあり方に関する調査」（2012年)

非正社員比率が高くなると、過去の景気後退期に比べて、
労働コストを弾力化しにくくなったと考える企業が多い労働コストを弾力化しにくくなったと考える企業が多い。
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図１　非正社員の比率別労働コストの弾力化に対する捉え方

（注） �「2008 年のリーマンショックに端を発した世界同時不況等の『最近』と 2007 年以前の不況
期等の『過去』を比較して、雇用・賃金等の労働コストは、どちらの方が弾力化しやすい
と思いますか（各項目については「調整のしやすさに変化はありますか」）」という問に対
して、「最近の方が弾力化しやすくなっていると思う（『調整』は最近の方がやりやすくなっ
ている）」と答えた企業割合（％）から「最近の方が弾力化しにくくなっていると思う（『調
整』は最近の方がやりにくくなっている）」と答えた企業割合（％）を引いたポイント差で
ある。

資料出所：�（独）労働政策研究・研修機構「今後の企業経営と雇用のあり方に関する調査」（2012年）
をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
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の
上
昇
に
見
合
っ
た
所
得
の
増
加
が
み
ら
れ

な
い
の
は
、
主
に
非
正
規
雇
用
者
の
増
加
に

よ
る
」
こ
と
か
ら
、「
企
業
が
生
み
出
し
た
付

加
価
値
を
国
内
で
有
効
活
用
し
、
日
本
経
済

の
マ
ク
ロ
の
好
循
環
を
復
活
さ
せ
る
た
め
の

環
境
整
備
が
重
要
で
、
人
材
へ
の
投
資
、
内

需
の
源
泉
で
あ
る
労
働
分
配
の
度
合
い
を
増

や
し
て
い
く
こ
と
も
検
討
す
べ
き
」
と
強
調
。

「
失
業
者
や
無
業
者
、
非
正
規
雇
用
者
と
比

較
し
て
購
買
力
が
高
く
、
消
費
支
出
も
多
い

『
分
厚
い
中
間
層
』
の
復
活
が
、
日
本
経
済

の
活
性
化
と
社
会
の
安
定
に
つ
な
が
る
」
と

の
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
発
し
て
い
る
。

　

ま
た
「
同
時
に
、
今
後
と
も
非
正
規
雇
用

で
働
く
労
働
者
が
抱
え
る
現
状
と
課
題
に
対

し
て
、
雇
用
の
安
定
や
処
遇
の
改
善
に
向
け

た
取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
」

な
ど
と
し
て
い
る
。

非
正
規
雇
用
の
労
働
の
質
の
向
上
を

　

第
三
章
で
は
、
就
業
率
の
向
上
や
限
ら
れ

た
労
働
力
で
生
産
性
を
高
め
る
た
め
の
能
力

開
発
等
に
つ
い
て
分
析
す
る
と
と
も
に
、
そ

の
た
め
の
労
働
移
動
や
雇
用
調
整
も
含
め
た

労
働
市
場
の
課
題
を
ま
と
め
て
い
る
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
人
口

減
少
や
高
齢
化
が
進
む
一

方
、
経
済
成
長
と
労
働
参

加
が
適
切
に
進
め
ば
、
二

〇
三
〇
年
に
お
け
る
非
就

業
者
一
人
に
対
す
る
就
業

者
数
は
現
在
と
比
べ
て
大

き
く
増
加
す
る
見
通
し
の

た
め
、「
若
者
、
女
性
、
高

齢
者
、
障
害
者
な
ど
あ
ら

ゆ
る
人
の
就
業
意
欲
の
実

現
が
重
要
」
と
指
摘
し
て

い
る
。

　

反
面
、
属
性
別
賃
金

デ
ー
タ
を
基
に
労
働
の
質

を
試
算
す
る
と
、
一
般
労

働
者
が
上
昇
傾
向
で
推
移

し
て
い
る
の
に
対
し
、
短

時
間
雇
用
者
の
労
働
の
質

の
向
上
は
ほ
と
ん
ど
み
ら

れ
ず
、
雇
用
者
全
体
で
は

二
〇
〇
七
年
以
降
、
非
正

規
雇
用
比
率
の
上
昇
に
よ

り
押
し
下
げ
ら
れ
て
い
る

状
態
に
あ
る
（
図
３
）
こ

と
か
ら
、
労
働
力
を
維
持
す
る
に
は
女
性
や

高
齢
者
等
の
就
労
参
加
促
進
と
と
も
に
、「
非

正
規
雇
用
者
の
質
の
向
上
を
図
る
こ
と
が
重

要
」
と
強
調
し
て
い
る
。

　

と
は
い
え
、
非
正
規
雇
用
者
が
能
力
開
発

を
受
け
ら
れ
る
機
会
は
正
社
員
の
半
数
で
し

か
な
い
。
人
的
資
本
は
、
非
正
規
雇
用
比
率

の
上
昇
に
伴
い
劣
化
し
て
き
た
。
白
書
で
は

「
正
社
員
中
心
の
能
力
開
発
の
あ
り
方
を
見

直
す
必
要
が
あ
る
」
と
し
て
、「
企
業
に
お
け

る
非
正
規
雇
用
者
の
訓
練
機
会
の
拡
充
を
促

す
た
め
、
ジ
ョ
ブ
・
カ
ー
ド
制
度
の
更
な
る

周
知
・
利
用
促
進
に
努
め
て
い
く
必
要
が
あ

り
、
併
せ
て
『
職
業
能
力
評
価
基
準
』
の
更

な
る
活
用
が
望
ま
れ
る
」
な
ど
と
し
て
い
る
。

ト
ラ
ン
ポ
リ
ン
型
社
会
の
実
現
を

　

白
書
で
は
近
年
、
低
所
得
層
が
増
加
す
る

中
で
、
無
貯
蓄
・
低
貯
蓄
世
帯
が
増
加
傾
向

に
あ
る
こ
と
に
も
言
及
し
て
い
る
。
一
方
で
、

長
期
失
業
者
や
中
年
無
業
者
の
増
加
も
み
ら

れ
る
が
、
支
え
る
家
族
の
高
齢
化
等
で
支
援

の
余
裕
も
低
下
し
て
い
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
、

ま
た
、
失
業
・
無
業
状
態
が
長
期
化
す
る
ほ

ど
社
会
復
帰
の
困
難
さ
が
増
す
こ
と
か
ら
、

「
失
業
・
無
業
の
状
態
を
な
る
べ
く
防
ぎ
、

陥
っ
た
場
合
も
早
期
に
就
職
で
き
る
た
め
の

支
援
が
重
要
」
で
あ
り
、
加
え
て
、「
近
年
増

加
す
る
生
活
保
護
受
給
者
層
に
対
す
る
早
期

の
就
労
支
援
を
一
層
強
化
す
る
な
ど
の
、
重

層
的
な
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築
が
必

要
」
な
ど
と
し
て
い
る
。

持
ち
直
し
の
動
き
も
依
然
厳
し
い
雇

用
情
勢

　

昨
年
に
お
け
る
労
働
経
済
の
推
移
と
特
徴

を
示
し
た
第
一
章
で
は
、
東
日
本
大
震
災
と

円
高
が
雇
用
・
労
働
面
に
及
ぼ
し
た
影
響
を

中
心
に
整
理
・
分
析
し
て
い
る
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、日
本
経
済
は
リ
ー
マ
ン
・

シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
収
縮
か
ら
回
復
の
途
上
、

東
日
本
大
震
災
で
深
刻
な
打
撃
を
受
け
、
夏

以
降
は
急
速
な
円
高
の
進
行
や
欧
州
債
務
危

機
に
伴
う
世
界
経
済
の
減
速
の
影
響
等
を
受

け
た
。
そ
の
た
め
、
二
〇
一
一
年
を
通
じ
た

雇
用
情
勢
も
、
有
効
求
人
倍
率
が
〇
・
六
五

倍
、
完
全
失
業
率
が
四
・
六
％
と
持
ち
直
し

の
動
き
が
み
ら
れ
つ
つ
、
依
然
と
し
て
厳
し

い
状
況
が
続
く
こ
と
と
な
っ
た
。

　

中
で
も
、
被
災
三
県
の
雇
用
情
勢
を
み
る

と
、
震
災
前
は
二
七
五
万
人
前
後
だ
っ
た
就

業
者
数
が
、
二
〇
一
一
年
一
〇
月
～
二
〇
一

二
年
三
月
は
二
六
〇
万
人
台
で
推
移
。
復
興

求
人
や
雇
用
創
出
基
金
事
業
の
活
用
等
を
背

景
に
、
被
災
三
県
の
有
効
求
人
倍
率
は
着
実

に
回
復
し
、
二
〇
一
一
年
度
の
累
積
就
職
件

数
は
一
五
・
三
万
件
（
前
年
度
比
二
二
・
六
％

増
）
と
な
っ
た
が
、
有
効
求
人
倍
率
の
改
善

に
は
地
域
差
が
み
ら
れ
、
岩
手
・
宮
城
両
県

の
沿
岸
部
で
は
改
善
の
動
き
が
弱
い
と
い
う
。

　

白
書
で
は
「
ミ
ス
マ
ッ
チ
等
の
課
題
も
含

め
、
被
災
地
の
復
興
を
進
め
る
と
と
も
に
、

『
日
本
は
ひ
と
つ
』
し
ご
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
更
な
る
推
進
を
図
り
、
被
災
地
の
雇
用
情

勢
の
改
善
に
全
力
を
挙
げ
る
必
要
が
あ
る
」

と
し
て
い
る
。

　

白
書
は
ま
た
、
昨
年
は
対
ド
ル
で
円
高
が

進
行
し
た
が
、
今
後
も
円
高
が
続
い
た
場
合
、

製
造
業
の
約
二
〇
％
が
何
ら
か
の
雇
用
・
賃

金
調
整
策
を
実
施
す
る
意
向
で
あ
る
こ
と
に

触
れ
、「
急
激
な
円
高
等
に
注
視
が
必
要
」
と

も
警
戒
し
て
い
る
。

（
調
査
・
解
析
部
）

労働の質は概ね横ばいで推移。労働の質を加味した雇用者数は、
わずかに下回りながら雇用者数と同じように推移しているわずかに下回りながら雇用者数と同じように推移している。
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図３　労働の質を加味した雇用者数の推移（一般労働者＋短時間雇用者）

（注）１）労働の質は、労働者の属性別賃金を基に試算。
　　　２）労働の質を考慮した雇用者数×労働の質。
　　　３）�雇用者数は非農林雇用者数で、2001 年までは各年 2月の値。2011 年は総務省統計局に

よる補完推計の値。
資料出所：�厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省統計局「労働力調査」をもとに厚生労働

省労働政策担当参事官室にて試算




